
　求人企業や職業紹介事業者等が

社員の募集を行う場合や職業紹介を

行う場合、募集する社員の労働条件の

明示が求められていますが、2024年4

月1日以降は、新たに以下の項目につ

いて明示する必要があります（職業安

定法施行規則の改正）。

①業務内容・就業場所の変更の範囲
　今後は「雇入れ直後の業務内容

や就業場所」に加え、「変更の範囲」

についても明示が必要です。変更の

範囲とは、雇入れ直後に限らず将来

の配置転換など今後の見込みを含

めた、締結する労働契約の期間中に

おける変更の範囲のことをいいます

（図表①）。

②更新上限とその内容
　今後は「更新上限（有期労働契

約の通算契約期間または更新回数

の上限）とその内容」の明示が必要

になります。なお、有期労働契約の

更新上限を定めている場合にその

内容を明示することが求められてい

ることから、更新上限がない場合に

はその旨を明示する必要はありませ

んが、明確化する意味で更新上限

がない旨を明示することが望ましい

といえます（図表②）。

　ハローワーク等への求人申込みや

自社ホームページでの募集、求人広告

の掲載を行う場合は、求人票や募集

要項において、少なくとも前述のような

労働条件を明示しなければなりませ

ん。求人広告のスペースが足りないな

ど、やむを得ない場合には「詳細は面

談時にお伝えします」などとしたうえ

で、労働条件の一部を別のタイミング

で明示することも可能ですが、この場

合、原則として面接などで求職者と最

初に接触する時点までに、全ての労働

条件を明示する必要があります。なお、

面接等の過程で当初明示した労働条

件が変更となる場合は、その変更内容

を速やかに明示してください。

　2024年4月以降は採用募集時と合

わせて、労働契約の締結時および有期

労働契約の更新の都度、「就業場所・

業務内容変更の範囲」や「更新基準」

等について書面明示する必要があり

ます（労働基準法施行規則の改正）。

①有期雇用者に関する項目
（１）更新上限とその内容
　有期労働契約の締結と更新のタ

イミングごとに、更新上限とその内

容の明示が必要になります。なお、

最初の契約締結より後に更新上限

を設ける場合、また最初の契約締結

の際に設けていた更新上限を短縮

する場合は、その理由を有期労働者

に予め説明する必要があります（雇

止めに関する基準の改正）。

（２）無期転換申込機会と無期転換後
　  の労働条件の明示
　「無期転換申込権」が発生する契

約更新のタイミングごとに、無期転

換を申し込むことができる旨の明示

が必要になります。無期転換申込権

が発生する契約更新時に行う必要

がありますが、有期労働契約の終了

１カ月前に更新手続きを行う運用を

している場合は、その１カ月前の更

新の際に無期転換申込機会等の明

示を行うこととなります（図表③）。

　加えて、「無期転換申込権」が発

生する契約更新のタイミングごと

に、無期転換後の労働条件を書面

により明示することが必要です。無

期転換後の労働条件について、「無

期転換申込権が生じる契約更新

時」および「無期転換申込権の行使

による無期労働契約成立時」のそれ

ぞれで明示しなければなりません。

②その他明示項目
（１）裁量労働制適用者に関する明示

　裁量労働制を採用している場合、

「専門業務型裁量労働制により、１

日９時間働いたものとみなす」という

ように、１日のみなし労働時間に関

する記載が求められます。

（２）固定残業制適用者に関する明示
　時間外労働の有無にかかわら

ず、一定の手当を支給するといった

固定残業制を採用する場合、「基本

給200,000円、固定時間外手当

30,000円（時間外割増賃金20時

間相当／20時間を超える時間外勤

務が発生した場合は別途割増賃金

を支給する）」、「基本給300,000円

（基本給には、30時間分の時間外

割増賃金を含む／30時間を超える

時間外勤務が発生した場合は別途

割増賃金を支給する」というように、

固定残業制に関する具体的な記載

が求められます。 

　今回の改正対応ではありませんが、

就業規則を備え付けている場所等を

労働条件通知書や社内メールなどで

示すことにより、社員が容易に労働条

件を確認できるようにする必要がある

ことから、「就業規則を確認できる場

所や方法」についても記載が求められ

ますので、ご留意ください。
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　2024年4月以降は、採用募集時および労働契約締結・更新時に明示しな
ければならない労働条件として、「就業場所・業務の変更の範囲」が追加され
ます。また、有期雇用者については、「更新上限とその内容」「無期転換申込機
会および無期転換後の労働条件」の明示が必要となります。

　社員募集や職業紹介事業者への求人申込みの際に明示しなければならな
い労働条件が追加されると聞きました。明示すべき項目や記載方法について教
えてください。

採用募集時の新たな明示項目
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【業務内容の記載例】 採用時 ： 営業業務 変更の範囲 ： 技術業務を除く全ての業務
入社時 ： 人事 変更の範囲 ： 本社業務（人事、総務、経理）
雇入時 ： 設計・事務 変更の範囲 ： 設計・営業・事務

図表①　業務内容・就業場所の変更の範囲

【就業場所の記載例】 採用時 ： 本社および在宅勤務地 変更の範囲 ： 全事業所および在宅勤務地
入社時 ： 大阪支社 変更の範囲 ： 本社および全国支社
雇入時 ： 本社 変更の範囲 ： 本社および派遣先事業所
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図表②　更新上限とその内容  【記載例】

契 約 期 間 ：  期間の定めあり（2024年４月１日～2025年３月31日）
契約の更新 ：  有 （期間満了時の業務量により判断する）
 通算期間は５年（更新回数は４回）を上限とする

契 約 期 間 ：  期間の定めあり（2024年４月１日～2024年９月30日の６カ月間）
契約の更新 ：  有 （職務遂行能力、勤務成績・態度により判断する）
 更新３回まで（通算契約期間２年まで）

図表③　無期転換申込機会と無期転換後の労働条件の明示  【記載例】

無期転換申込機会 ：  本契約期間中に無期労働契約締結の申込みをしたときは、
 本契約終了の翌日から無期雇用に転換することができる。

無期転換後の労働条件 ： 無期転換後の労働条件は本契約と同じものとする。
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